
高知県須崎市における
「母子健康手帳アプリ」運用の現状

須崎市

令和3年９月28日（火）
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須崎市の概要

○総人口： 20,372人 （令和3年3月末現在）
○世帯数： 10,158世帯 （令和3年3月末現在）
○高齢化率： 40.4％ （令和3年3月末現在）
○年間妊娠届出数：105人 （令和2年度）
○年間出生数 ： 93人 （令和2年）

【面積】１３５．３４ 平方メートル

【地勢】

山岳丘陵地帯が多いが、新荘川、御手洗川、
桜川などの流域は肥沃な農耕地が開けてい
る。ミョウガは全国シェア1位。

鍋焼きラーメン、メジカの新子が名物。
須崎湾口付近に市街地をつくっている。
気候は温暖で、降雪は少ない。雨量は全国

最高部に属している。
南海トラフ地震では、高い津波が予想され

ており、防災対策が課題となっている。

地域の概要

子育て世代包括支援センターの業務
母子健康手帳の交付は保健師が全数面接で実施
妊婦一般健康診査受診票・産婦健康診査受診券の交付
妊産婦の健康相談
赤ちゃん訪問や育児組織に関すること
産前産後ヘルパー派遣事業に関すること

（産後6か月まで、2時間500円）
産後ケア事業に関すること（宿泊型、デイサービス型）
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災害と須崎市 チリ地震津波
1960 年（昭和35 年）5 月23 日
【本市の状況】
本市には24 日午前5 時頃から午後６時頃までの間、20 
数回の津波が押し寄せ、大間地区や須崎桟橋付近の貯
木場の機材を押し流し、住家に被害を生じた。
多くの家屋が浸水した。
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災害と須崎市

東北地方太平洋沖地震
津波
2011 年（平成23 年） 3 月11 日
【本市の状況】
本市では午後8 時59 分に西日本最大の2.6ｍの津波を
観測した。この津波による人的被害はなかったが、家屋
等の床上下浸水をはじめ、養殖施設等に23億円の大き
な被害が生じた。
・死傷者：なし
・建物被害：床上浸水5 戸、床下浸水11 戸
・その他：車両浸水20 台、漁船転覆15 隻、

昭和南海地震
1946 年（昭和21 年）12 月21 日
【本市の状況】
本市には地震発災から約10 分で津波が襲来し、
その後20 分ほどの周期で6、7 回襲来した。
・死傷者：死者・行方不明者61 人、負傷者
140 人
・建物被害：家屋全壊198 戸、半壊563 戸、
流失168 戸、浸水1,315 戸、焼失9 戸
・その他：道路決壊21 ヵ所、船舶流出683 隻
田畑の浸水398 町



• 第一子は３～4割程度
• 出生数は減少傾向

• 市内に産婦人科・分娩施設がなく、最寄りの産科
まで車で１時間程度かかる。

• 南海トラフ地震で市街地のほぼ全域が浸水。予想
される最大津波高25ⅿ、市街地への到達時間15分
～20分。
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導入の背景

・母子保健・子育て情報の発信力強化

・災害時への備え（情報の電子保管）

年度 妊婦 出生

平成27年度 137 134

平成28年度 150 120

平成29年度 100 122

平成30年度 100 93

令和元年度 89 93

令和2年度 105 96



• 2016年10月28日

「母子健康手帳アプリ」リリース当初より導入

「母子健康手帳アプリ」の導入

画像引用：母子健康手帳アプリ（https://www.boshi-techo.com/service/）
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「母子健康手帳アプリ」の運用

引用：母子健康手帳アプリ（https://www.boshi-techo.com/service/）
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「母子健康手帳アプリ」の運用

自治体からの情報配信

定期配信 随時配信

特徴

・ あらかじめ自治体が情報を登録してお
き、その年齢（月齢）になったらアプリ
内の情報一覧に情報が表示される
・ 情報はアプリを開かないと見れない
・ 開封率（既読数/配信数）は20％程度

・ 配信日・配信対象を決めて自治体が随
時情報を配信

・ ユーザーにプッシュ通知でお知らせ

・ 開封率が高い（70～80％）

情報内容（例）

・ 妊婦健診通院費補助制度について
・ 出産後の手続き
・ 予防接種のお知らせ
・ 須崎市内の公園マップ etc.

・ 子育て支援センターのおたより
・ 月毎の助産師駐在スケジュール
・ 乳幼児健診の案内
・ ボツリヌス菌について etc.

小さな情報や保護者世代への情報の配信が可能
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【議題（例）】

・ユーザー数等の推移

・情報閲覧傾向

・妊娠届提出者数・出生数の状況

・他の自治体の状況

・次回会議までの配信情報

・ユーザーからの反応

「母子健康手帳アプリ」の運用

運用会議を定例で開催し、状況を共有

【改善例】

・情報配信方法の修正

・広報資料の修正

・カードサイズのチラシの作成

・子育て支援センターカレンダーの配信

【参加者】
保健師、子育て支援センタースタッフ、高知大学ＣＤ、㈱NTTドコモ etc.
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• 保健師による案内、チラシ配布、クチコミ etc.

「母子健康手帳アプリ」の運用

カードサイズ
Ａ４サイズ
（表・裏）

お父さん・お母さんへのアプローチ
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利用者の状況

現在のユーザー数

※ 令和3年9月15日現在 11



利用者の状況

ユーザー数は右肩上がり、ただしAU率は減少

※AU（アクティブ・ユーザー）：直近1か月間にアプリを立ち上げたユーザー

お母さんの4～5人に
1人が利用中
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• アクティブユーザーが少ない。

• ユーザー情報が詳しく分からない。

• 配信情報のマンネリ化

運用上の課題
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【評価】

○デザインがかわいい、○市や子育て支援センターの情報がスマホに届くのはうれしい、
●使い方が分かりづらい

【使っていない理由】

スマートフォンを使う時間が無い・別のアプリを使用中・生まれた直後にあったら使った・
紙で管理する癖がついているのでわざわざ再入力しようと思わない・使い方が分からない

【ほしい機能・情報】

離乳食のレシピ・他のママ友と繋がる機能・
イベントや教室のお知らせ

【他に使っているアプリ】

生活リズムの記録・離乳食の作り方

利用者の声
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✓ アプリを開かせる仕掛け・メリットは？

✓ どのタイミングでアプリを使い始めるか？

✓ アプリの種類が多すぎる…

「情報を入れておいて」では使ってくれない！
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アプリを開かせる仕掛け・メリットが必要！

どのタイミングでアプリを使い始めるかが重要！

「情報を入れておいて」では使ってくれない！

 随時配信記事がマンネリ化していたため、配信回数を
増やし、記事をリニューアル予定

 災害についての啓発とともに、母子手帳アプリの活用
方法を伝える

 アプリの広報に再度力をいれる（妊娠届出時、妊婦教
室時、乳児健診時等）
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• スマホやタブレットを情報源として育児をしている母親の増加
• SNSでつながる妊産婦 「会ったことはないけど知っている。」

「相談相手はSNSでの知り合いしかいない。」

• 子どもがメディア（テレビ・スマホ・タブレット等）に触れる機会の増
加についての課題。

• 新型コロナウイルス感染症により、イベントや講座の減少、子育て支援
センターへの通所の減少。閉じこもっている親子の増加。
→ 直接、人とつながる機会が減っている

母子保健の担当として感じること

親子を取り巻く現状

スマホやタブレットは、生活・育児に密着している
使い方次第で、行政や地域住民とのつながりを作ったり強化したりできるのでは…
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• 母子手帳アプリは、成長記録や情報配信のツールのひとつとして有効

• SOSを出しにくい人にとっては、電話や来所相談は難しい。メールな
ど、相談しやすいツールも必要（特に予期せぬ妊娠や若年出産の場
合）

• アプリでの発信を通じて、「行政」の敷居を低くし、身近な相談相手
として感じてもらいたい。

• 保健師としては相談は直接受けたい。オンラインでは、親子の関係性
や非言語的な様子がわからない。

• すべてを電子化すると、利用できない人が置き去りになる可能性があ
る。スマホは持っていても、アプリの使い方がわからない母親もいる。

→ 誰でも使えること、支援者等第三者が記入できることも必要。

母子保健の担当として感じること
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• 災害時に、地域での情報が伝わるツールとしての活用したい。（東
日本大震災の際、須崎市でも車中泊が多かった。）

• アプリやサイトによって書いている内容が違うため、混乱している
家庭がある。
→共通の情報源をつくる、いろいろな母親の体験談や経験を知

れる等

• 母子手帳の電子化は、全国どこでも使えるような共通のツールにし
てほしい。（現状では、転出したら情報配信をしても役に立たない。
使っているアプリがバラバラ。）

• 電子化を推奨するのであれば、指針が必要。
• 市単独では、財政面で継続が困難な場合がある。国や県の補助金等

を活用すれば導入可能な自治体も増える。

母子手帳の電子化について
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• 高知県では小児科医が少なく、その中でも乳幼児の発達・発育が診
察できる小児科医が少ない。発達が確認できる医師の養成も必要。

• 保健師も若い世代が多く、乳幼児健診に関わらない場合もあり、継
続して乳幼児の発達に関して学ぶ場が必要。

• 乳幼児健診では、早期に発達が気になる子どもの支援を開始する仕
組みと、発達を促すための遊びや育児の具体的なアドバイスができ
る場であればよいと考える。

• 乳幼児健診は、市町村の体制が許せば、集団で行うことが望ましい。
【理由】・行政からの情報発信が可能

・保護者の体験を通して相談機関としての認識ができる。
・他児や保護者と出会うことで自分の育児や児の育ちの振

り返りができる。

乳幼児健診について
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妊婦健診に関して
• 妊娠初期に気軽に受診できるように、初診から無料にならないか。

産婦健診に関して
• 産婦健診の仕組みができたことで、産後２週間、１か月で医療機関

にかかり、産後うつが発見され、支援できる仕組みができた。
（高知県では令和２年１０月～）

• 産婦健診の場で、産後うつのアセスメントに加えて、母親の体調の
回復に必要な栄養や休養の指導も併せて行えることが望ましい。

妊産婦健診について
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• 現在の支援体制では、養育者との出会いの契機を持ちにくいことが、
ネグレクトの死亡事例の特徴としても挙げられており、（子ども虐
待死亡事例等の検証結果 第１７次報告より）子どもの健康やいの
ちをまもる行政機関の責任として、母子保健として、子どもの状況
を全数把握し、乳幼児健診、妊産婦健診を通じて養育者との対面で
の関係づくりが可能な仕組みづくりが、今後も必要だと考える。

• 母子手帳に関しては、すべてを電子化してしまうと、自分で入力で
きない養育者やインターネット環境にない方たちとの情報の格差が
心配される。

• 相談につながりにくい、ＳＯＳの声を上げにくい家庭が今後、つな
がりやすい、相談しやすい仕組みになるような母子保健全般の見直
しを希望します。

母子保健について

以上 ご清聴ありがとうございました。


